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通所サービスの代替サービス等に係る臨時的取扱いについて（抜粋） 

 

本抜粋版以外の臨時的取扱いの内容については、以下のホームページから通知をご確認

下さい。 

○臨時取扱いに関する通知掲載場所（沖縄県高齢者福祉介護課 HP） 

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/covid-19/jinninnkijyunntou.html 

 

＜通所系サービス等に関する事項＞ 

【１】通所系サービス等について 

No.1 サービス提供時間が短時間となった場合① 

【第９報・問２】  

利用者及び職員への感染リスクを下げるため、指定を受けたサービスの形態を維持しつ

つ、サービス提供時間を可能な限り短くする工夫を行った結果、サービス提供時間が短時

間（通所介護であれば２時間未満、通所リハビリテーションであれば１時間未満）となった

場合でも、それぞれのサービスの最も短い時間の報酬区分（通所介護であれば２時間以

上３時間未満、通所リハビリテーションであれば１時間以上２時間未満）で算定することは

可能か。  

 

 利用者への説明及び同意が前提であるが、利用者の生活環境・他の介護サービスの提供

状況を踏まえて最低限必要なサービス提供を行った上で、その時間が最も時間の短い報酬

区分で定められた時間を下回ったときは、当該最も短い時間の報酬区分で算定することは可

能である。 

 なお、提供時間を短縮し、最低限必要なサービスを行った結果が、ケアプランで定められた

サービス提供時間を下回ったときは、実際に提供したサービス提供時間の区分に対応した報

酬区分を算定する。 

 

 

No.2 サービス提供時間が短時間となった場合② 

【第９報・問３】 

（第９報・問２）の取扱いは、休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使用

して、指定を受けたサービスに相当するサービスを提供した場合も、同様か。        

 

 同様である。 

別添５
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No.3 訪問サービスの提供等を行った場合のケアプランの変更等 

【第８報・問１】 

今般の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、通所介護事業所において訪問サービ

スの提供等を行った場合、居宅介護支援の業務や居宅サービス計画の変更については、

どのような取扱いが可能か。 

 

 通所介護事業所が新型コロナウイルス感染症対策として、当該事業所の利用者に対して、

当初の計画に位置付けられたサービス提供ではなく、時間を短縮しての通所サービスの提供

や、訪問によるサービスの提供を行う場合、事前に利用者の同意を得た場合には、サービス

担当者会議の実施は不要として差し支えない。 

 また、これらの変更を行った場合には、居宅サービス計画（標準様式第２表、第３表、第５表

等）に係るサービス内容の記載の見直しが必要となるが、これらについては、サービス提供

後に行っても差し支えない。 

 なお、同意については、最終的には文書による必要があるが、サービス提供前に説明を行

い、同意を得ていれば、文書はサービス提供後に得ることでよい。 

 

 

No.4 自主休業も（第２報）の取扱いが可能か 

【第９報・問１】 

第２報で示された取扱は、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合にお

ける取扱いとして示されたが、感染拡大防止の観点から特に必要と考えられることから介

護サービス事業所等が自主的に休業した場合も、同様の取扱いが可能か。 

 

可能である。 

 

No.5 事業所におけるサービス提供と訪問の提供を組み合わせた実施 

【第４報・問１】 

（第２報）で示された取扱いは、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合

に加えて、感染拡大防止の観点から介護サービス事業所（デイサービス等）が自主的に休

業した場合も同様の取扱いを可能としているが、同じく感染拡大防止の観点から、利用者

の希望に応じて、①通所サービスの事業所におけるサービス提供と、②当該通所サービス

の事業所の職員による利用者の居宅への訪問によるサービス提供の両方を行うこととし、

これら①②のサービスを適宜組み合わせて実施する場合も、同様の取扱いが可能か。 
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可能である。 

No.6 訪問との組み合わせにより人員基準が満たせなくなる場合 

【第４報・問２】 

（第４報・問１）の取扱いが可能である場合、事業所におけるサービス提供と居宅への訪問

によるサービス提供を組み合わせて実施することにより、人員基準が満たされなくなる場

合も考えられるが、そのような場合であっても、減算を適用しなくとも差し支えないか。 

 

差し支えない。 

 

 

No.7 休業した事業所が異なる場所を使用してサービス提供① 

【第２報・問１】 

休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使用して、当該事業所が指定を

受けたサービスに相当するサービスを提供した場合、どのような報酬算定が可能か。 

 

通常提供しているサービス費と同様に、サービス提供時間等に応じ介護報酬を算定すること。 

 

 

No.8 休業した事業所が異なる場所を使用してサービス提供② 

【第４報・問３】 

（第２報・問１）において、「休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使用し

て、当該事業所が指定を受けたサービスに相当するサービスを提供した場合」の取扱いが

示されているが、公民館以外の場所はどのような場所を指すのか。 

 

一定の広さを確保でき、安全面や衛生面の観点からサービスを提供するにあたって差し支

えない場所を指す。なお、サービスの提供にあたっては、都道府県、保健所を設置する市又

は特別区と相談し、また利用者の意向を踏まえて実施されたい。 
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No.9 代替サービスとしての居宅訪問① 

【第２報・問２】 

居宅で生活している利用者に対して、利用者からの連絡を受ける体制を整えた上で、居宅

を訪問し、個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限りのサービスを提供した場合、どの

ような報酬算定が可能か。 

 

 提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分（通所系サービスの報酬区分）を算定す

る。 

 ただし、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通所リハであれば１時

間未満）の場合は、それぞれのサービスの最短時間の報酬区分（通所介護であれば２時間

以上３時間未満、通所リハであれば１時間以上２時間未満の報酬区分）で算定する。 

 なお、当該利用者に通常提供しているサービスに対応し、１日に複数回の訪問を行い、サ

ービスを提供する場合には、それぞれのサービス提供時間に応じた報酬区分を算定できるも

のとするが、１日に算定できる報酬は居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に相

当する報酬を上限とし、その場合は、居宅介護サービス計画書に位置付けられた提供時間

に対応した報酬区分で算定する。 

  

※ なお、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが提供されていた場合

に算定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとする。ただし、

その他新型コロナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に算定基準を満た

すことができなくなる場合等については、「令和元年台風第 19 号に伴う災害における介護

報酬等の取扱いについて」における取扱いに準じることに留意されたい。 

 

 

No.10 代替サービスとしての居宅訪問② 

【第９報・問１】 

第２報等で示された取扱いは、通所系サービスにおいて、「居宅を訪問し、個別サービス計

画の内容を踏まえ、できる限りのサービスを提供した場合」に提供したサービス区分に対

応した報酬区分を算定できるが、この場合、個別サービス計画と同様の内容のサービスを

居宅において提供した場合のみ報酬算定の対象となるのか。 

 

 利用者への説明及び同意が前提であるが、通所に代えて居宅でサービスを提供する場合

に、通所系サービス事業所において提供していたサービス全てを提供することを求めるもの

ではなく、事業所の職員ができる限りのサービスを提供した場合に算定することが可能であ

る。 
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No.11 休業要請中の代替サービスの提供 

【第６報・問１】 

通所系サービス事業所（通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護に限

る。以下、同じ。）が都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下、「都道府県等」とい

う。）からの休業の要請を受けた場合において、利用者等の意向を確認した上で、その期

間に行う電話による安否確認について、介護報酬の算定が可能か。 

 

 通所系サービス事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、直近の食事の内容や時間、

直近の入浴の有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻

度等について、電話により確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日につい

ては、１日２回まで、相応の介護報酬の算定が可能である。具体的な算定方法については、

第２報を参考にされたい。なお、対応にあたっては、職員が自宅等から電話を行う等、柔軟に

検討されたい。その際には、電話により確認した事項について、記録を残しておくこと。 

 

 

No.12 自主休業中の代替サービスの提供 

【第６報・問２】 

（第６報・問１）の取扱について、通所系サービス事業所が都道府県等からの休業の要請

を受けていない場合においても、感染拡大防止の観点から、利用者等の意向を確認した

上で行う電話による安否確認について、介護報酬の算定が可能か。 

 

 通所系サービス事業所が、健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴の有無や時

間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等について、電話に

より確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日については、１日１回まで、相

応の介護報酬の算定が可能である。具体的な算定方法等は第６報・問１の取扱いと同様で

ある。 
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【２】（介護予防）通所リハビリテーションについて 

 

No.13 予防も（第２報）の取扱いの対象となるのか 

【第３報・問２】 

第２報の Q&A（上記までの Q&A）で示された取扱いは、介護予防通所リハビリテーションに

おいて、サービス提供を行う場合も対象となるのか。 

 

 対象となる。  

 

 

No.14 電話等による療養環境の確認① 

【第７報・問２】 

通所リハビリテーション事業所及び介護予防通所リハビリテーションが、都道府県、保健所

を設置する市又は特別区（以下、「都道府県等」という。）からの休業の要請を受けた場合、

利用者等の意向を確認した上で行う、その期間の初回に行う電話等による居宅の療養環

境等の確認について、介護報酬の算定は可能か。 

 

 通所リハビリテーション事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、居宅の療養環境、当日

の外出の有無と外出先、希望するリハビリテーションサービスの提供内容や頻度等について、

電話等により確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日について、初回のみ、

相応の介護報酬の算定が可能である。 

 介護予防通所リハビリテーション事業所についても同様に日割り計算上の日にちに含める

可能である。 

 なお、対応にあたっては、職員が自宅等から電話を行う等、柔軟に検討するとともに、電話

により確認した事項について、記録を残しておくこと。 

 具体的な算定方法については、第２報を参考にされたい。 
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No.15 電話等による療養環境の確認② 

【第７報・問３】 

（第７報・問２）の取扱いについて、通所リハビリテーション事業所及び介護予防通所リハビ

リテーションが、都道府県等からの休業の要請を受けていない場合においても、感染拡大

防止の観点から、利用者等の意向を確認した上で初回に行う電話による居宅の療養環境

確認について、介護報酬の算定が可能か。 

 

 通所リハビリテーション事業所が、健康状態、居宅の療養環境、当日の外出の有無と外出

先、希望するリハビリテーションサービスの提供内容や頻度等について、電話により確認した

場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日については、初回のみ、相応の介護報酬の

算定が可能である。 

 介護予防通所リハビリテーション事業所についても同様に日割り計算上の日にちに含める

ことが可能である。 

 なお、具体的な算定方法等は（第７報・問２）の取扱いと同様である。 

 

 

No.16 リハマネ加算－対面以外の会議の開催について 

【第９報・問５】 

（第７報・問２）の取扱いについて、通所リハビリテーション事業所及び介護予防通所リハビ

リテーションが、都道府県等からの休業の要請を受けていない場合においても、感染拡大

防止の観点から、利用者等の意向を確認した上で初回に行う電話による居宅の療養環境

確認について、介護報酬の算定が可能か。 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、リハビリテーション会議の開催が

難しい場合、参加が原則とされる本人や家族に対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止により当該会議の開催が難しいことについて説明し、了解を得た上で、「リハビリテーショ

ンマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテーション計画書等の事務処

理手順及び様式例の提示について（令和元年 10 月 28 日老老発 1028 第 1 号）」のリハビリ

テーション会議で求められる項目について、電話、文書、メール、テレビ会議等を活用し、柔

軟に対応することが可能である。 
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No.17 短期集中個別リハビリテーション実施加算－再開時の算定期間 

【第 11 報・問６】 

新型コロナウイルス感染症に対する感染拡大防止の観点から通所リハビリテーション事業

所が休業した場合、退院・退所日又は認定日から３月以内という要件に該当しない場合で

あっても、再開時点から、短期集中個別リハビリテーション実施加算を算定することは可能

か。 

 

 可能である。この場合、サービス再開日を起算日とし、３月以内の算定が可能である。 

 ただし、事業所の休業後に通所リハビリテーション事業所（休業に伴う通所リハビリテーショ

ン事業所からの訪問サービスまたは別事業所・公民館等での通所リハビリテーションを含む）

又は訪問リハビリテーション事業所による他のサービスが実施されていない利用者に限る。 
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＜居宅介護支援等に関する事項＞ 

No.1 
サービス担当者会議の柔軟な対応①－自宅以外の開催・電話等の

活用 

【第３報・問９】  

居宅介護支援のサービス担当者会議について、どのような取扱いが可能か。 

 

 感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある場合については、利用者の自宅以外

での開催や電話・メールなどを活用するなどにより、柔軟に対応することが可能である。 

なお、利用者の状態に大きな変化が見られない等、居宅サービス計画の変更内容が軽微

であると認められる場合はサービス担当者会議の開催は不要である。 

 

 

No.２ 
サービス担当者会議の柔軟な対応②－感染者のいない地域でも可

能か 

【第６報・問４】  

サービス担当者会議の取扱いは、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事

業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」（令和２年２月 28 日付厚生労働

省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）の問９において、「感染拡大防止

の観点から、やむを得ない理由がある場合については、利用者の自宅以外での開催や電

話・メールなどを活用するなどにより、柔軟に対応することが可能である。」とされている

が、サービス担当者会議を開催する地域において感染者が発生していない場合でも、同

様の取扱いが可能か。 

 

可能である。 

 

 

No.３ サービス担当者会議の柔軟な対応③－｢開催は不要である｣の趣旨 

【第４報・問９】  

令和２年２月 28 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業 

所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」 問９において、「なお、利用者の状

態に大きな変化が見られない等、居宅サービス計画の変更内容が軽微であると認められ

る場合はサービス担当者会議の開催は不要である。」とあるが、基準解釈通知の取扱 い

と同様か。 

 

同様である。 
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No.４ サービス担当者会議の柔軟な対応④－介護予防支援も同様か 

【第４報・問 10】  

令和２年２月 28 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業 

所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」問９における取扱いは介護予防支

援についても同様か。 

 

同様である。 

 

 

No.５ 訪問サービスの提供等を行った場合のケアプランの変更等（再掲） 

【第４報・問 10】（２P の No3 の再掲）  

今般の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、通所介護事業所において訪問サー

ビスの提供等を行った場合、居宅介護支援の業務や居宅サービス計画の変更について

は、どのような取扱いが可能か。 

 

 通所介護事業所が新型コロナウイルス感染症対策として、当該事業所の利用者に対して、

当初の計画に位置付けられたサービス提供ではなく、時間を短縮しての通所サービスの提供

や、訪問によるサービスの提供を行う場合、事前に利用者の同意を得た場合には、サービス

担当者会議の実施は不要として差し支えない。 

 また、これらの変更を行った場合には、居宅サービス計画（標準様式第２表、第３表、第５表

等）に係るサービス内容の記載の見直しが必要となるが、これらについては、サービス提供

後に行っても差し支えない。 

 なお、同意については、最終的には文書による必要があるが、サービス提供前に説明を行

い、同意を得ていれば、文書はサービス提供後に得ることでよい。 

 

 

No.６ やむを得ない理由により月１回以上モニタリングを実施できない場合 

【第４報・問 11】  

居宅介護支援のモニタリングについて、感染拡大防止の観点から、令和２年２月 17 日

付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて」において示されたとおり、利用者の事情等により、利用者の居宅を

訪問できない等、やむを得ない理由がある場合については、月１回以上の実施ができない

場合についても、柔軟な取扱いが可能か。 

 

可能である。 
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No.７ サービス利用がなくなった等の場合の居宅介護支援費の請求 

【第４報・問 11】  

今般の新型コロナウイルス感染症の影響により、居宅介護支援事業所において、当初

ケアプランで予定されていたサービス利用がなくなった等の場合は、居宅介護支援費の請

求は可能か。 

 

事業所において、モニタリング等の必要なケアマネジメント業務を行い、給付管理票の作

成など、請求にあたって必要な書類 の 整備を行っていれば、新型コロナウイルス感染症の

影響により、実際にサービス提供が行われなかった場合であっても 請求は可能である。 

なお、具体的な請求にあたって、データの作成等において、個別の請求ソフト等による支障

がある場合については、個別に各請求ソフト作成者に相談いただきたい。 

また、今般の取扱いは新型コロナウイルス感染症の影響による場合に限った取扱いであ

ることから、新型コロナウイルス感染症により、サービスの利用実績が存在しないが、居宅介

護支援費を算定した旨を適切に説明できる よう、個々のケアプラン等において記録で残しつ

つ、居宅介護支援事業所において、それらの書類等を管理しておくことが必要である。 

 


